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　本稿は、問題の所在として、情報通信技術(ICT)のさらなる高度化からもたらされる第4次産業革
命による変化を、GDPが把握可能であるのか、そして政策的ベンチマーキングとして尺度や指標
の構築に向け、把握・考慮すべき要素を検討する。研究対象には日本のGDPデータにおける投資
と消費等の関係を使用することで、それぞれの関係を 1956年から 2017年までの時系列データを対
象とし、 研究方法として ARCH/GARCH モデルで検討を行う。技術的要素のみによるベンチマー
キングはあくまで補完要素として考えるならば検討する余地があり、AI や IoT による第4次産業
革命は現在のGDPの枠組みでは捉えきれないビジネスや消費の多様化を捉えていくことができる
可能性を指摘した。本稿議論により、結論として、技術変化に伴う経済の変化の把握・測定につい
ては労働環境や評価制度や法制度など、社会的変化をベンチマーキングの指標として構築できるか
にあるのではないかと考えている。

keywords：情報通信技術 (ICT)、人工知能 (AI)、Internet of Things (IoT)、国内総生産 (GDP)、
Autoregressive Conditionally Heteroscedastic (ARCH) モデル、Generalized Autoregressive
Conditionally Heteroscedastic (GARCH) モデル

である(ITU 2016)。
　こうした特徴を持つ第4次産業革命がもたらす
影響について、政策的議論では経済成長や投資な
ど、経済学の議論と考えても供給側からの視点で
政策が議論されることが多い。私的にも、個々の
産業の政策を専門とする人間がミクロ経済学的に
その議論を行うとき、特定の産業の要素をもって
経済政策の議論をするのはナンセンスだとの批判
を受けた。つまり、経済政策を議論するとき、少
なくとも消費・投資を意識した議論でなければ政
策論ではないとの批判がある。
　しかし、GDPは経済成長の変化を価格の変化
と数量の変化のみでその要因分析を行う。した
がって、GDP自体の限界として、まったくGDP
の水準に変化がなくても、その中で購入した消費
者の構成や嗜好までは把握できないはずだ。同じ
理由で、経済成長に寄与した技術的前提または背
景となる条件は異なるはずである。
　本稿は情報通信技術（ICT）のさらなる高度化
からもたらされる第４次産業革命による変化を、
GDPが把握可能であるのか、そして政策的ベン
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イントロダクション

　近年におけるトレンドとして、 IoT、AI がある。
これらは第４次産業革命の重要な要素として捉え
られ、与える影響の大きさから、社会経済への影
響に対して議論・分析が進められている。ITU 
において、 IoT は以下の8つの特徴を持つとされ
ている；識別ベースでの接続性(Identification-
based connectivity)、相互運用性(interoperability)、
自律的ネットワーク化(Autonomic networking)、
位 置 情 報 ベ ー ス で の 活 用 能 力(Location-based 
capability)、セキュリティ(Security)、プライバシー
保護(Privacy Protection)、プラグ・アンド・プレイ
(Plug-and-Play)、そして管理のしやすさ(Manageability)
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チマーキングとして尺度や指標の構築に向け、把
握・考慮すべき要素を検討する。具体的には供給
サイド、投資、政府支出、そして輸出入、GDP
の各構成要素が第４次産業革命の特徴による変化
を適切に把握・抽出できるのかを検討する。さら
に、第４次産業革命を踏まえた追加的ベンチマー
キングの必要性や可能性を検討する。

近年におけるGDP：供給側から見る政策論

　確かに政策論を語る際、実務にあたる行政とし
て考慮するのはマクロ経済学的な視点、すなわち
家計と企業、消費と投資といった枠組みで社会経
済を語ることになる。

実証データに見る各構成要素の相関関係の検証

　供給側の議論として図１でも示したように、長
期的にGDPの構成要素の変化を時系列に追跡す
ると、現在日本の政府の取り組みである投資と
GDPの成長の鍵と考えられる消費との間に関係
性に、直接的な相関を見いだすことがこの図から
はできない。したがって、単純ではあるが、投資
と消費との相関関係を確認する必要がある。
　ここでは、日本のGDPデータにおける投資と
消費の関係を民間企業設備と民間最終消費支出の
前年比データ等を使用することで、それぞれの関
係を1956年から2017年までの時系列データから
ARCH/GARCHモデルで検討を行う。
　図2のようにして、消費との関係について、モ
デル全体として関係を説明し切れてはいないが、
投資の変化の誤差はGARCHモデルで近似される
といえる。こうした分析は一定の相関関係を説明

しているといえるが、因果関係を考慮しないので、
一定程度の有意な状況が得られたとしても因果の
方向を説明しない。したがって、投資によって消
費が生み出されることを説明していない。政策的
議論としてはこの因果関係が説明できなければな
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図 1  GDP における各構成要素の変化

図2 消費と投資の関係

出所：平成 30 年度年次経済財政報告書より抜粋
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らない。
　同様にして、図3のようにAIやIoTの発展・普
及により懸念されている雇用に対する影響、１人
あたり雇用所得の変化によるGDPの影響を考え
てみると、全体的な説明力はやはり難しく、係数
の非負制約の崩壊を招いてしまい、説明力が乏し
い。さらに、内閣府(2018)の投資の変化による１
人あたり雇用者所得の変化を検討しても、モデル
自体のフィットはあるが、精度が上がるはずの
GARCHモデルにおいて係数が負になることの合
理的説明が困難である。つまり、時系列データに
よる政策的に検討されているGDPの各構成要素
との関係は約60年にわたる時系列データからは明
確な相関関係は見いだすことは困難といえる。し
たがって、政策としてGDPの各構成要素の関係
をもって、経済成長、ましてや社会経済の構造変
化を促すことは、マクロ経済学の理論的な理解の
ようにならず、困難と考える。

成熟した経済における政策論：
需要側の政策論

　上記で見たように、経済政策として経済成長を
目的とした政策論を考える場合、消費を刺激する
ことが重要となることを指摘した。つまり、需要
側からのベンチマークの要素が必要であることが
分かる。では、どのように要素を取り出せるのか
疑問が残る。
　現在の日本は先進国として成熟した社会経済と
なっている。つまり、先進国として社会経済にとっ
て必要な社会基盤（社会資本）は既に供給され、
少ない維持費用で一定の効用を得ることができる
状況にあると理解できる。
　日本においては総務省のIoT新時代の未来づく
り検討委員会が『2030年以降へのICTビジョン』
と題したアクション・プランともいえる方針を示
している。ここでは、まさに前述の内閣府による
マクロ経済的視点で投資の刺激し誘導を促す施策
であるのに対し、今後どのように市場や産業の構
造が変化するかを詳細に検討し、“消費につなが
る技術”に焦点を当て、その影響について実例を
基に政策として準備すべき基盤や法制度を議論し
ている。
　また、同時に第4次産業革命を支えるIoTはセ
ンサーなどを搭載した様々な情報機器が情報を膨
大に生み出し、流通することになる。そこで、政
府は2016から2017年にIT戦略本部内に「AI、IoT
時代におけるデータ活用ワーキンググループ」を
立ち上げ、来る情報流通に際しての課題を、前述
の「Society 5.0」と共に、議論してきた。産業界
においても「Society 5.0」を見据え、産業競争力
懇談会(2016)において「生活者が納得する方法」
による「価値の高いパーソナルデータ（＝ディー
プ・データ）が円滑に流通する社会を実現する事
が非常に重要」と指摘し、産業界として情報を流
通 さ せ る シ ス テ ム と し てPDS(Private Data 
Storage)を構築すべきとして新たな投資やビジネ
スチャンスにもつながるとの期待を示した。その
後、「情報銀行」と称した、政府によるIoTや民
間の購買データなど様々な形で生み出された情報
がビッグデータとして蓄積し、適切な流通を管理
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図3　実質GDPと1人あたり雇用者報酬との関係
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しつつ、生み出された情報を利活用することを推
進する政策を掲げ、現在民間主導でそのシステム
の実証実験がなされている。
　しかし、上記の政策的議論や「情報銀行」構築
の進捗情報を考えると、民間主導で実証実験ベー
スでの取り組みがなされている。注意しなければ
ならないのは、上記の議論で目立ったのは巨大な
システム構築を必要とする、つまり巨大な投資を
必要とする議論となっていることだ。このことは

「Society 5.0」の議論と相通ずるものがあり、政
策に沿った良い動きと捉えることができるが、そ
れは間違っている。その理由が、本講義論の目的
とつながるが、現在の科学技術、ICTや最新のビ
ジネス動向にある。
　 現 在 の ビ ジ ネ ス は GAFA(Google, Apple, 
Facebook, Amazon)に代表される主にサービス産
業がその躍進の、市場創造の、原動力であるグロー
バル企業がまさにグローバルにビジネスに留まら
ない社会経済の基盤を構築している。そこでの注
目すべき技術は“クラウド化”であり、インター
ネット上にサービスだけでなく、その提供に必要
なアプリケーションや資源をクラウド上で提供す
るものである。つまり、サービスに必要なシステ
ムやプラットフォームはクラウド上に構築し収容
すれば良く、大容量のサーバを用意し、巨大な物
理的コンピュータ・ネットワークを構築する必要
がないのである。こうすることで、多様なコン
ピュータやシステムの環境にインターネット上か
らアクセスし、巨額のシステム投資をせずに柔軟
なシステム構築ができるという情報基盤・ビジネ
ス基盤を構築している。現在では、ラオスなど一
部途上国において、政府文書がGAFAの提供する
データストレージ・サービスで提供されている例
さえある。問題は本稿題目にもあるようにAIや
IoTにより、産業革命的変化が起こるとも言われ
る中、その中核を担い、かつ情報をコントロール
することになるのがGAFAであるということであ
る。政府や公的機関ではない、民間企業である巨
大企業に我々の一挙手一投足のデータを管理さ
せ、その提供や公開についてはすべて企業の意思
決定である。つまり、自身の営利目的にかなわな
い情報の公開は行わない。

　さらに、ビジネスモデルと生み出される情報の
取り扱いには問題も生じている。フェイスブック
の個人情報が漏洩し、世界で約5000万人がその影
響を受けたとも言われている。彼らは自身のプ
ラットフォームを武器に様々なサービスとの連携
を行い、また同時にそうした連携により生じた
サービス利用者の行動履歴や嗜好を利用者の同意
なく分析し、利益につなげていたことが明らかに
なった。また、連携に際して、自身のサービスの
認証情報をプラットフォームとして提供していた
ことから、Webサービスアカウントのハッキン
グや乗っ取りが起こり、影響が認識できないもの
も含め、多方面に影響し大きな被害・損害を与え
た。
　こうした被害や懸念にたいし、その反論として、
情報銀行で取り扱う情報は個人情報も扱うことに
なるという前提の下作られるシステムであるとい
う理由を挙げる主張もあるが、これも政府自身が
システムは公的な個人情報と民間のデータとを分
け、あくまで情報（個人）の認証の仕組みにし、
内容の参照等ができないようにするとしている点
でフェイスブックの様な被害が日本における個人
情報レベルでの被害が起こることを排除している
ともいえる。
　しかし、情報銀行のように独自の規格や構造で
ネットワークを閉鎖的かつ独自なものにし、情報
活用システムとしての互換性を踏まえず得られる
安全は、情報の利活用という目的と矛盾し、シス
テムとしての拡張性や汎用性といった意味で、将
来性はない。
いずれにしても、情報銀行という存在やシステム
構造、運用方法も民間主導の実証実験ベースでの
運用であり、様々な点で不明確で手探り感は否め
ない。機器の性能や技術標準、サービス基盤とな
るプラットフォームやセキュリティ技術も日進月
歩である。現在のグローバルな環境下では、シス
テム自体の柔軟性が極限までに求められているこ
とから、サーバのようなハードウェアのコン
ピューターシステムに膨大な資金を投じるのでは
なく、環境変化に対応できるプラットフォームの
ようなソフトウェアのシステムにその膨大な資金
を投じるべきであると考える。現在のベンチャー
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企業は、こうしたクラウド基盤や世界中の開発者
が集まるソーシャル・ネットワークを活用し、少
ない資金で開発に集中し、大きな成功を収めてい
る。
　以上の動向から見ても、日本におけるビッグ
データを踏まえた情報の流通は、多様なサービス
への活用を期待しているにもかかわらずPDSのよ
うな柔軟性に欠けるシステムを構築することに、
本来進めるべきこれからの産業構造、ビジネスへ
の転換という目的を持つならば、その点で矛盾し
ている。巨額の資金を投じ、政策的議論で見た
GDP視点、あるいは日本における投資視点での
議論では、生産による現在の製造業中心の産業界
についてモノを生産するという方向に考えていく
ことは明らかで、GAFAのようなビジネスやその
構造での議論になりにくいのは想像に難くない。
　GAFAの登場により、消費はこれまでに見ない
ほど多様化した。前述のように、GDPの構成要
素で見れば、消費が経済成長において大きな要素
となることは過去のデータが示している。また、
本稿では必ずしも現在の経済政策のように投資が
消費を誘発する様な経済学のテキスト的なことに
はならないことも指摘した。多様化した消費をど
う捉えるのか、どう測定するのかを検討し、この
点を政策として反映させる必要がある。

第４次産業革命を踏まえたデジタル化した
経済の測定：OECD・ITUの議論から

 
　OECD（2002, 2013, 2015, 2017）はこれまでも
デジタル経済と称して、ICTが社会の相互関係や
人間関係を変えていくものであるとして、固定・
移動体といった通信やインターネットがもたらす
影響・変化をいかに経済活動から把握するかを議
論しており、現在もOECDだけでなくICTを担う
国際機関ITU()においても第４次産業革命を踏ま
えた議論が行われている。したがって、第3次産
業革命、特にインターネットの普及以降はこうし
たICTの発展による経済への影響・貢献が市場の
条件の変化を考慮することで、これまでのマクロ
経済的視点からミクロ経済的視点へ、また、供給
側中心の議論から需要側の影響を考慮した議論へ

と経済の把握・測定の議論を発展させてきた。
　Ahmad, N. and P. Schreyer（2016）では、労
働生産性の低下を指摘した上で、デジタル化した
経済下でのGDPの測定を議論した。
　そもそもGDPは合法的に市場により取引され
るもののみを扱っているため、家事や子育てと
行った活動が、影響は大きいにもかかわらず、
GDPに含まれることがなかった。
　現在では家事サービス代行や子育て支援など
が、「クラウド・ソーシング」という形で、人的
資本、つまり知識や熟練を持つ個人が雇用という
形態を介さず、個人間でそのやりとりを行ってい
る。従来では企業に雇用され、顧客と契約をし、
サービスの提供となったが、これでは管理をする
大きな組織とそれを維持するコストが必要で、必
然的に価格水準が高くなる要因となっていた。こ
うした点が取り除かれ、必要な人的資本を持って
いる人から直接提供を受けることで、共働き世帯
が増えている現在の日本にあって、これまで手が
届かなかった層にサービスを提供するビジネス
チャンスが登場したことになる。このことが新た
な需要を創出したということができる。
　また、本稿で議論となる投資も、現在では「ク
ラウドファンディング」という投資の姿もある。
ベンチャー企業やプロジェクトの資金確保に困っ
ている企業がビジネスプランを提示し、賛同する
人が少額から当該企業に資金を提供できるという
モノである。このような少額の投資はGDPのよ
うなマクロ経済的視点に立った測定ではその流れ
や動きを把握することは困難である。
　さらに、GDPに含まれるのは当該機関に生産
されたものでなければならない。したがって、過
去に生産されたもの、つまり中古品や既に所有さ
れているものについて、GDPでは含まれないと
されてきた。しかし、「シェアリング」サービス
の登場は、まさに本稿での議論の目的を考えさせ
る好例ともいえる。シェアリングの代表的な企業
としてあげられるUberは、従来の「乗り合い」
に相当する形で、現在個人で所有している自動車
を用いて、実際に移動している自動車に「相乗り」
させることをサービス化させたビジネスである。
したがって、現在経済において特に大都市部で遊
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休となっている社会における資本としての自動車
を利活用することでさらなる価値の創造に貢献す
るというものである。つまり、こうした資本とし
ての自動車はこれまでは一度生産され、消費とし
てカウントされたらその後は一切経済に貢献する
ことはない。しかし、こうした過去に生産された
ものを資本として価値創造に貢献することによ
り、生産性が低下している先進国における生産性
をさらに高めることとなる可能性があること、ま
た新たな雇用の機会になるのではないかというこ
とで、世界中で大きなブームとなった。
　しかし、雇用関係がなく、登録といった形で契
約が成立するため、そもそもUberのビジネスに
登録することが雇用契約となるのかというそもそ
も論に始まり、労働環境、評価制度、タクシー業
界との違いなど、従来の法制度では対処できない
事態が世界中で起こり、裁判も頻発した。このよ
うにICTやAI、そしてIoTによりもたらされる社
会はビジネスのサービス化も相まって、普及が早
いだけでなく、反面社会問題も噴出するという難
しい問題が露呈している。
　以上のことから、第４次産業革命を踏まえた政
策的ベンチマーキングには、労働環境や評価制度、
社会全体としてのビジネス契約や慣行の変化を踏
まえて、経済を測定する必要がある。

結論

　本稿では政策的な経済（成長）のベンチマーク
の議論を通じて、今後のAI・IoTの主要技術によ
る影響を考慮し、社会経済において新たな価値が
生まれているにもかかわらず埋もれている成長を
正当に評価する議論しようと日本の政策でもある

「Society 5.0」といった投資戦略を議論の端緒と
して投資と消費の関係について、相関が乏しく因
果関係がないことを指摘した。
　さらに、AIやIoTといった技術革新がもたらす
影響が雇用匂い供することが懸念されており、本
稿分析では実質GDPと1人あたり雇用報酬との間
にも相関関係が見られず、雇用者報酬が上昇して
も経済成長に影響を与えることができるのかは説
明できないことが明らかとなった。

　本稿はAIやIoTといった第４次産業革命による
変化についてGDPが把握可能であるのか、そし
て政策的ベンチマーキングとして尺度や指標の構
築に向け、把握・考慮すべき要素を検討した。
　OECDやITUの議論ではICTの発展・普及の中
で議論されてきた社会経済への影響の議論は技術
革新による、現在のGDPの枠組みでは捉えきれ
ないビジネスや消費の多様化を捉えていくことが
できる可能性も指摘した。
　技術的要素のみによるベンチマーキングの批判
に対しては産業革命以降、特に大きな技術革新の
際には従来の観察方法では対応できないため、技
術がどのような変化をもたらすものであるか、性
質を指標として変化を把握することは原因が技術
にあるのだから極めて自然であると考える。あく
まで補完要素として考えるならば検討する余地が
あり、頭から否定されるべきではない。
　本稿義論により、技術変化に伴う経済の変化の
把握・測定については労働環境や評価制度や法制
度など、社会的変化をベンチマーキングの指標と
して構築できるかにあるのではないかと考えてい
る。
　第４次産業革命がもたらす多様性と柔軟性を経
済が受け止め、それに合わせて経済政策が多様か
つ柔軟にその実態をありのままに把握し、分析す
る手法を検討すべきであることを本稿議論により
再認識した。

注記

1 日本における1993SNAについては、以下参照。
http://www.esri .cao.go.jp/jp/sna/seibi/
kouhou/93kiso/kiso_top.html
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